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わが国の賃金弾力化と資本蓄積

構造調整のもとでのわが国賃金運動の特徴
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おわりに

１　わが国における賃金の弾力化の展開とその特徴

　（１）ＯＥＣＤの労働市場 ・賃金の弾力化論

　労働市場の柔軟性，賃金の弾力化に関する議論か初めてなされたのは，１９８４

年のＯＥＣＤ閣僚協議会の声明においてであり ，以後この議論は頻繁になされ
　　　　　　　１）
るようにな った。ＯＥＣＤは構造変化の円滑な進展のため，高失業や生産性の

停滞なとの原因である経済 ・杜会構造の硬直性を取り除き，フレキノフルなも

のにすべきであると提言する。市場 メカニ ズムの機能回復 ・拡大こそ最も効率

的な経済秩序を導くものであるとして，そのため積極的調整政策，その一環と

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０９）
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しての労働経済の弾力化を強く求める 。

　ＯＥＣＤの労働市場の弾力化論の基本認識は以下の通りである。失業の　般

的高水準は大いに労働市場の硬直性と関わっている。労働市場の柔軟性を確保

することが経済成長と雇用創出を可能にし，失業の　般的高水準を解決する最

も有効な手立てである。特に労働費用の急速な上昇，硬直的な賃金決定や賃金

構造が労働市場の硬直性の要素として重要である 。

　生産性上昇を上回る実質賃金の上昇，実質賃金の硬直性は利潤を圧迫し，雇

用水準を低下させる。年令間賃金の硬直性 ・青年層の相対的高賃金は青年層に

集中した失業構造を生みだす。１９８１年におげる２０歳未満と２５歳以上の失業率を

対比すると ，アメリカ１９．６％と５．４％，フラソス２９．１％と５．Ｏ％，イタリア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）２７．２％と２．１％，オーストラリア１５．６％と３．７％である。また熟練度別賃金格差

の小ささ ・固定化は熟練の陳腐化を促進し，急速な技術革新の進展の障害要因

となる。さらに地域，産業間賃金格差の固定化は構造変化の進展を阻害する要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
因となる。最低賃金制度の硬直性が若年失業の一因である。企業内賃金制度の

簡明さが能率刺激を阻害し，生産性の停滞につながっているという認識が企業

において　般化している。法定非賃金労働費用の硬直性は賃金の下方硬直性と

あいまっ て， 労働費用の硬直性をより増し雇用水準の停滞につながる 。

　このように賃金水準と賃金制度の硬直性ならびに賃金の相対関係（賃金格差）

の硬直性は，競争的労働市場の確立を妨げ，スタクフレー！ヨ：■の重要な原因

となるはかりか，構造変化や技術革新の阻害要因となる。したがって杜会 ・経

済構造のフレキシビリティ を増し，経済杜会の活性化，効率的展開を可能する

ためには市場メカニスムの機能強化，とりわげ労働市場におげる競争メカニス

ムの再生 ・強化が不可欠となり ，その重要なてことして賃金の弾力化が求めら

れる。実質賃金の全般的切り下げ，実質賃金の「下方弾力性」の確保と「業績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
対応的な賃金形成」，収益性の原則に沿った賃金格差の形成を実現するために ，

賃金決定における労働組合の独占力を奪い，労働者間競争を組織し激化させる

ため，集中的な団体交渉を企業 ・事業所 レヘルに「個別 ・分散化」させるとと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
もに，賃金保護の緩和，最低賃金制度の規制力を弱めることを求める。また賃

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１０）
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金を物価上昇に自動的に連動して引き上げる協約も硬直化の一因であるとして

その廃止の必要を説く 。

　労働市場の柔軟性を増すためには賃金弾力化の措置以外に以下の諸措置も必

要であるとする。一つは各種の雇用保護措置の緩和である。その措置は使用者

に費用を負担させることによっ て平均労働費用を高め，雇用水準を低下させる 。

二つは杜会保障 ・福祉の後退である。このことによっ て労働者のより低い賃金 ，

劣悪な労働条件の職業への移動の制限を緩和しようとする。例えば失業給付水

準か高いことは労働者間競争を弱め，労働力の流動化を阻害する。また公的扶

助の充実も同様の効果をもつ。したかって過度の杜会保障 ・福祉は競争的労働

市場の実現を妨げる要因となる。保障 ・保護と柔軟化の矛盾である 。

　三つはフレキシブルな労働者の活用である。労働力需給のミスマッ チに基づ

く失業を解消するためには新しいタイプの労働契約，雇用形態の多様化が求め

られる。期間を限った労働契約を積極的に利用する必要がある。パートタイム

契約や派遣契約の活用は望ましい。また下請制の利用，その拡大による間接的

な低賃金利用の必要性をも主張する。四つは労働時間の短縮を推進するととも

に残余の労働時間の柔軟な配分を促進することである。それは交替的勤務，休

日，一日の労働時間の調整をもたらし，市場の競争性を高めるとする 。

　賃金の弾力化論の本質は，賃金の運動を生産性運動により従属させることに

よっ て賃金と利潤の相対関係を安定ないし利潤優位で規律しようとするもので

あり ，賃金の，蓄積に対する従属変数性の強化を目指すものにほかならない 。

これを合理化する論理が市場 メカニズムの機能を回復 ・拡大するという主張で

ある。労働市場 ・賃金の弾力化論は一言でいえぼ新自由主義の主張であり ，規

制緩和の推進，労働に対する民主主義的諸権利の空洞化の推進，それをてこと

する蓄積基盤の再編のための論理である。中身としては労使関係制度の改編と

労働基準 ・厚生基準の後退と差別化，およびミクロレベルの賃金制度の弾力化 ，

例えぼ労働刺激のための報酬システムの導入，職務拡大，多能工化等である 。

さらに労働力の流動性を高めるための教育訓練の拡大 ・充実，そのための教育

制度の再編や下請制の利用拡大等きわめて多岐に及ぶ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１１）
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　それは団体交渉権を極力制限し，組織労働者の影響力を弱め，賃金 ・労働条

件の決定をネオ コーポラティズムのもとで，資本の主導のもとに行おうとする 。

また賃金格差の拡大を通して労働力を流動化させ構造変化を促進させるととも

に， 全体としての賃金水準の抑制を図るものである。さらに各種の不安定雇用

の活用や解雇規制の実質的な形骸化によっ て， 労務費構造の変動費化を強める 。

あわ蛙て杜会保障 ・福祉の後退をすすめ，飢餓と貧困の恐怖によっ て劣悪 ・不

安定労働を強制し，労働基準の低下を促す等である 。

　賃金の弾力化政策の展開において賃金の相対関係の伸縮化は特別に重要な意

味をもたされる。イギリ刈こおける弾力化の現実の展開が端的に示しているよ

うに，賃金の　般的高水準と下方硬直性のみが問題にされているのではない 。

構造調整の展開にとって欠かせない労働力流動化の重要な阻害要因とな ってい

る全国統一的な賃金交渉による賃金の相対関係の硬直化が重要な問題としてと

らえられ，まず賃金の相対関係の伸縮性の確保，年令および生産性と業績に対

応した賃金格差の形成と流動化が要請される。構造変化のもとでは雇用 ・失業

は主に構造問題としてとらえられ，その一環として賃金問題もその構造と相対

関係が重視される 。

　労働市場 ・賃金の弾力化政策の最大のねらいであり ，最も核心をなすのは雇

用形態の多様化，新しいタイプの労働者（不安定雇用者）の創出 ・拡大 ・その

積極的活用である。それを機軸に労働力の分断化と流動化を組織化し，その本

格的推進によっ て新たな資本蓄積欲求への整合をはかりつつ，失業の潜在化を
　　　　　　　　　　　　　　　６）
すすめ表面的に失業率を均衡失業率の枠内に抑えることである。このような観

点で今日の不安定雇用問題をとらえるとそれは単なる雇用形態の問題，労働市

場の再編にとどまらず，構造調整と経済のサービス化・ 情報 ・国際化の時代に

おける賃労働の新たな格差構造の再編の問題であり ，資本蓄積の動態のなかで

の総体としての労働力の現役軍と過剰人口軍との関係，また剰余価値生産に関

わる問題である。不安定雇用の剰余価値生産との関わりについては，不安定雇

用者の，　般的水準以下での低賃金 ・劣悪労働条件のもとでの労働に対応した

過剰搾取のみならず，その制度化か労働基準の分断 ・希釈化を通して賃金 ・労

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１２）
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働条件の　般水準の下方弾力化を促すという点も重要である 。

　（２）わが国の賃金の弾力化と相対賃金の運動

　１９７５年以降の「日本型所得政策」の貫徹，要求の自粛に基づく実質的な賃金

交渉の放棄と低成長下の「減量経営」の進展のもとで，わが国の賃金は高度成

長期の急速な上昇運動とは一変して厳しい抑制的な展開を示した。８０年代の構

造変化の過程にはい って，とりわけ８５年以降の構造調整のもとでの国際化によ

る弾力化の新展開によっ て， 「管理春闘」の定着と公的な賃金抑制（公務員賃金

および最低賃金の抑制等）との抑制的な連動性の強化を機軸に，「日本型福祉杜

会」の進展による保障と福祉の後退と併行して，名目賃金上昇の抑制，実質賃

金の停滞，相対賃金の停滞ないし低下，企業間および企業内賃金格差の拡大と

個人賃金の分散の拡大，不安定雇用の拡大とその低賃金の強化なと賃金の停滞

的運動がとくに強められた 。

　この運動傾向は１９８７年末以降の急速な景気回復 ・拡大過程においても基調と

しては変わっていない。有効求人倍率や失業率の低下傾向を根拠に　般に労働

市場状況の好転がいわれるが，それも職種 ・年令で，また産業 ・地域できわめ

て不均等に展開しており ，過剰と不足が併行して進展し，賃金格差の拡大傾向

も決して弱められていない。産業構造 ・就業構造の急変動，企業のリストラク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
チュ アリングやｒ寄生的雇用管理」の展開，ＭＥ化の進展等に対応して，専門

的・ 技術的労働者と生産 ・技能労働者，管理職と　般労働者，若年層と高齢層 ，

正規労働者と非正規労働者，また衰退産業と成長産業，大企業と中小企業，第

二次産業と第三次産業，高賃金地域と低賃金地域など，これらの賃金の相対関

係は，相互に重なりあいながら拡大を基調に変化し続けている。のみならず賃

上げの分散の拡大を反映して，格差の細分化が進行している 。

　このような今日のわが国の賃金運動のあらわれは，経済のサ ービス化やＭＥ

化， 多国籍企業化などの進展と対応した，いわゆる労働市場 ・賃金の弾力化と

国際化の展開を背景にしており ，先進国に共通する側面をもちながらも ，わが

国の蓄積運動の特殊性に規定された固有の側面の反映でもある。その蓄積の特

殊性の賃金運動への最も直接的な反映がわが国の特殊な相対賃金の運動である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１３）
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それが機軸とな って，為替関係の変化を媒介として急速な円高下の名目賃金の

国際的序列の急上昇と実質賃金の国際的序列の停滞という背反現象か，またト

ル換算賃金 コストの急上昇と先進諸国のなかでの相対賃金の異例な低位性とそ

の強化との相互規定関係があらわれた。この背反は今日のわが国の絶対賃金水

準の固有な存在形態であり ，またその相互規定は今日のわが国の相対賃金水準

の固有な形態である。この背反と相互規定はともにわが国に特殊な相対賃金の

運動のあらわれであり ，利潤との関係でとらえられた賃金の例外的低さ ，不払

労働量の大きさとその拡大か為替関係を媒介にして コストの一面としての賃金

と生活費としての賃金との分離，賃金の対外価値と国内価値との乖離を生みだ

したことによっ ていた 。

　この場合とくにわが国の基幹的な産業である輸出産業における相対賃金の水

準とその運動のもつ意味が決定的に重要である。対米輸出の約８０％を占める輸

送用機械，　般機械なとの輸出産業の賃金 コスト ・相対賃金の国際的低位性は

高品質と相倹って格段に強い国際競争力を規定し，日米間の貿易摩擦を生みだ

した主要な原因として通貨調整による為替 レートの急変動をもたらした。レー

トは調整前の１ドル２２０円台が今日ではこれら輸出企業の元来の競争力水準で

あっ た１トル１４０円台に落ち着いた。このレートの急変か名目賃金の国際的な

相対関係を，購買力平価と名目賃金の上昇率格差に規定される実質賃金の国際

的な相対関係とは相対的に独自に運動させ、両者の乖離を必然化した。これは

一部輸出企業の格段の輸出競争力と抑制された国内の生活水準との関係の反映

である。またこの名目的に縮小した賃金の国際的格差は国際競争力の回復を名

分に賃金 コスト ・相対賃金の引き下げのため，労働者に対するいっそう強めら

れた搾取を導く 。「低賃金と円高の悪循環」といわれる関係 ・構造である。こ

のように名目賃金と実質賃金の乖離はわが国の一部の輸出企業の格段に強めら

れた搾取の反映であるとともに，いっそうの搾取強化の動因となる。このこと

か相対賃金の低位安定化を機軸とする日本的な賃金の弾力化政策の展開の強化

を誘導する。「日本型所得政策」の，「日本型ネオ コーポラティズム」に基づく

より管理された賃金抑制への展開，最低賃金制の改良機能の停止と抑制機能の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１４）
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発揮，不安定雇用の恒常的 ・「基幹的」活用による雇用形態の多様化と一体と

なっ た賃金概念の多様化，労働時間の弾力化 ・高密度労働による賃金抑制，下

請管理強化とむすびついた賃金「合理化」，杜会保障 ・福祉の後退と賃金抑制

との連動性の強化などである 。

　資本蓄積の進展に対して常に整合的で，その意味で弾力的な相対賃金の運動

を可能にした基盤はわが国に独特な相対的過剰人口の生産力 ・生産 メカニ ズム

とその機能と形態の固有の性格であり ，そのもとで賃金水準と賃金決定の固有

な性格か刻印された。有機的構成の局度化速度の早さと自営業者の分解 ・非労

働力の労働力化の急速な進展，労働時間や労働強度等労働支出量に対する杜会

的規制の弱さ ，杜会保障 ・福祉の相対的な貧困政策とあいまっ た失業の隠蔽政

策＝不安定雇用の大量性，労働市場の封鎖性と結びついた労働組合の「企業分

断性」 ・「労使協調性」に基づく産業別交渉力の弱さ ，交渉的賃金決定の希薄さ

が蓄積に対する賃金の従属変数性を異常に強めたのである 。

　労働市場と賃金の弾力化とは労働市場運動およぴ賃金運動の，資本蓄積との

整合性を強めるための搾取の弾力化，搾取率の伸縮性の確保 ・強化にほかなら

ない。この観点から具体的政策として国家およぴ総資本 ・個別資本による集団

的権利保障の制限，労使関係制度 ・慣行の再編，労働条件 ・賃金決定の「交渉

的性格」と「集中性」の希薄化，最低賃金制の空洞化，労働基準 ・厚生基準の

希釈化と階層化，雇用保障の後退なと民主主義的諸権利の制限いわゆる労働の

規制緩和とより強められた資本の裁量性による賃金 ・労働条件決定等が展開さ

れた 。

　弾力化政策をより本質的にとらえれは具体的な弾力化の諸政策の実施を可能

にする基盤としての過剰人口の再編と剰余価値生産のいっそうの強化である 。

そのことによっ て賃金運動を，労働運動はもとより労働市場運動の直接的な影

響から遮断し，それに対する過剰人口法則と剰余価値生産の法則による規制を

強めることである。有機的構成の高度化以上に過剰人口の創出力を増し，その

予備軍機能を強化するところに弾力化の最も本質的性格かある。過剰人口の創

出力とその機能およぴ形態は有機的構成の水準によっ て基本的に規定されなか
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らも，現実的には総労働需要の労働者軍への配分のあり方，つまり一人当たり

の平均的労働支出量，労働者の階層性や雇用形態と対応した支出労働量の階層

性なとによっ ても規定される。搾取率の　般的水準とその階層性である。わか

国の相対的過剰人口の多さとその圧力の強さ ，その固有の形態のもとでの，わ

が国の弾力性の特徴は技術的構成の局度化の水準の高さと速度の早さのみなら

ず， 正規労働者の過剰就労，長時間労働 ・高密度労働にみられる一人当たり平

均労働支出量の大きさと短期間 ・短時間労働という名の過小就業者の多さにあ

り， それゆえに特別に弾力的なのである 。

　蓄積に整合的な弾力的な相対賃金の運動は高度成長期にも基本的に貫き，絶

対賃金は急上昇したが，相対賃金は安定的に推移した。高度成長期の絶対賃金

の急上昇を春闘の機能の発揮によっ てもたらされた賃金の硬直性（「下方硬直性

・上方弾力性」）であるという理解もあるが，これは妥当ではない。確かに絶対

賃金の変化率でみれば名目はもとより実質でも高位安定的であったといえるか ，

この意味でのみ硬直性 ・弾力性概念を使用するとすれば，それはただ賃金の

「上昇傾向」と「低下傾向」の言い換えにすぎない。この概念にはそのことに

限られない，より重要な内容か含まれている。８０年代にＯＥＣＤか主張した賃

金弾力化論においてはただ　般的に賃金の上昇率が問題とされているのではな

い。 賃金運動が主要に労使関係要因に規定され，労働力需給から相対的に独自

に展開され，市場メカニズムの自由な機能展開を阻害しいること ，およびその

結果それが生産性上昇に対して上方乖離する非弾力的なものとなり ，資本蓄積

との整合性がそこなわれ，利潤を侵食するような状況が生じていることをスタ

クフレー！ヨ：／，生産性の停滞と高失業の原因として問題とする。賃金変動に

ついて生産性変動に対する硬直性を取り除き，それとの整合性を取り戻すとす

る点に弾力化論の主眼がある。この弾力化論が力説する実質賃金の伸縮性の確

保の中身としては生産性に対する実質賃金の伸縮性のことであり ，実質賃金の

運動か資本蓄積にとっ て阻害要因とならないために，相対賃金を弾力化すると

いうものにほかならない 。

　資本主義のもとでは本来的には賃金の　般的運動は資本蓄積法則に規定され
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るのであり ，その意味て賃金運動か蓄積の障害要因となることはない。また利

潤を大幅に侵食する賃金の持続的上昇運動は蓄積欲求の減退，労働需要の減少

をもたらし，抑制的な賃金運動に転じることによっ て蓄積欲求との整合性を回

復する。したかって資本主義のもとての賃金運動は本質的に蓄積の独止変数て

はありえず，その意味で資本にとっ て弾力的であるといえる。しかし労働組合

運動の発展とその制度的獲得物としての杜会政策の蓄積との発展的な相互関係

の展開のなかで，賃金運動が部分的また短期的に利潤を侵食し，相対的な意味

で蓄積運動からの自主性を発揮することも可能となる。ここに賃金の硬直性 ・

弾力性を相対的な意味においてではあるが，賃金運動が資本蓄積にとってより

整合的か否かを尺度に判断することが可能な根拠が生じる。その際それはまず

何より生産性や利潤との相対関係でとらえた賃金水準とその変動によっ て尺度

されることになる。両者に対する賃金の下方乖離の幅が大きけれぼそれだけ弾

力的であり ，それか拡大すれは弾力化するのである 。

　わか国の高度成長期の賃金運動は，名目賃金でさえ生産性上昇率を垣常的に

下回り（この名目賃金上昇から物価上昇分を割引いた実質賃金運動はもとよりこれに及

ぼない），利潤を増大させ，相対賃金は安定ないし抑制的に推移した。賃金は

資本蓄積の進展にとっ て障害要因とはならなかった。したかってこの期の絶対

賃金の急上昇は春闘という労使関係要因によっ て規定されたというより資本蓄

積欲求の枠内で資本の相対賃金水準管理に従属するなかで生みだされたものに

すぎない。この期の賃金運動は，たとえ生産性上昇率を下回っていたとはいえ ，

生産性上昇率か大変局かったので，名目賃金の急上昇とな ってあらわれたし ，

また高い物価上昇によっ て名目よりかなり割引されたとはいえ相対的に高い実

質賃金の上昇とな ってあらわれた。しかし基本的に弾力的な運動であ った。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）の意味でこの期の春闘も「管理」された性格のものであったといえる。この弾

力性は低成長期とくに８０年代にはいると ，いっそう強められた。相対賃金の抑

制が強められ，賃金上昇は，高度成長期にくらべて格段に引き下げられた生産

性上昇よりも ，さらに名目 ，実質とも抑制された。８０年から今日までの春闘に

おける主要企業の平均妥結率は昇給分を除くと消費者物価上昇率プラスぴ にと
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どまり ，また実質賃金はほとんど横這いで推移し，年令別の個別賃金としては

基本的に低下した。さらに８５年以降はこの相対賃金の低位性に規定された円高

の進行が，いっそう相対賃金の低位性，その弾力性を強めるという悪循環の構

造がうまれた 。

　わが国における労働市場 ・賃金決定は横断的労働市場 ・横断的賃金決定の未

成立　内部労働市場や賃金の企業分断的決定といわれる日本的特質と結ぴつい

て元来，弾力的であ った。これを国家の労働基準 ・厚生基準政策，労働市場政

策が補完していた。この点は欧米の労働市場 ・賃金決定との決定的違いであり ，

したがってそれは弾力化の展開にも反映する。欧米ではまずマクロレベルでの

弾力化が前面に出て，集中的な団体交渉制度に批判が集中し，国家政策として

の労使関係制度の改編が中心となる。そこでは交渉の非集中化，交渉の企業内

化が提起される。わが国では企業 レベルの雇用や賃金決定の慣行 ・制度のい っ

そうの弾力的改編が決定的に重要な意味をもつ。それはいわゆる「日本的労使

関係」の修正として展開される。終身雇用制度と年功的昇進 ・昇格は労働力の

新陳代謝か入口と出口で保障されている限り ，総体としては弾力的でありうる 。

また年功賃金は新規学卒の初任給を除いて，個別賃金決定において外部労働市

場からの影響を極力小さくできる。そこでは賃金決定における配分の役割が大

きく ，資本の裁量性か強く働く 。この意味で弾力的である 。

　しかし定年延長要求の高まり ，労働力の年令構成 ・学歴構成の高度化の進展

は減量経営，ＭＥ化の進展による労働の編成替え，ｒ寄生的雇用管理」，能力主

義的人事 ・労務管理等の展開の必要との間に矛盾を生み，資本をして終身雇用

制度，年功的昇進 ・昇格制度および賃金制度の硬直性が意識させる。しかしそ

れは全面的解体としてではなく ，それらのもつ労使関係管理における資本にと

ってのメリヅト ，労使協調 ・一体化の培養という側面を温存させなから，すく

なからぬ正規労働者の「限りなき雇用流動化」 ・「外部化」，その代替としての

不安定雇用等外部労働力の積極的活用，また残された者の徹底した「少数精鋭

化」とｒ能力主義化」によっ て弾力化の強化が図られる。この労使協調と能力

主義強化という本来相容れない二つの課題を調和させようとするところにわが
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国の弾力化の特徴がある。それを可能にするのは企業別組合に象徴されるわが

国に独特な企業 レベルの労使関係と新連合の結成に象徴されるナショ ナルな レ

ベルでの労使の一体化の完了である 。

　欧米では弾力化のための労使協調はあくまで産業 レベルを基本に，労働組合

の力を財界と政府が杜会契約的な枠組のなかで統制する「ネオ コーポラティズ

ム」（団体統合主義）を特徴とするが，わが国の場合，弾力化にむげての合意形

成の基本はあくまで企業 レベルにあり ，このレベルの労使一体化が完了し，個

別分散的に労働組合か資本に統合されたうえて，それを形式的に補完するもの

としてナショ ナルな レベルでの疑似「杜会契約」が設定されるにすぎない。こ

こでの政 ・労 ・資の合意形成は厳密な意味ではネオ コーポラティズムではない 。

なぜならネオ コーポラティズムとは各 々が独自にそれなりに杜会的力をもち ，

そのうえ団体として杜会契約的に相互規制するものであるからである。わが国

の場合，新連合の対政府 ・独占に対する抗争力はゼ ロに近い。とはいえ形式的

には政 ・労 ・資の合意形成，政策決定過程への参加等によっ てコーポラティズ

ムとして現象する。しかしナチ型の コーポラティズムではないという意味でネ

オコーポラティスムの　種として　般に理解される。しかしそれはあくまでわ

が国の場合，独特のものであり ，「日本型ネオ コーポラティズム」と命名され
　　　　　９）
るのである 。

　（３）わが国の賃金の弾力化の展開の特徴

　まず第１表によっ て局度成長以後今日まての賃金水準の変動を蓄積との関連

で簡単にみると以下の通りである。高度成長過程においてわが国の賃金は名目 ，

実質ともに先進国のなかで最も高い上昇をみた。１９６５年から７３年までの平均賃

金上昇率は名目で１５％を上回り ，実質で８％前後であ った。しかしその高い名

目賃金上昇率も生産性上昇率と同じあるいはそれを下回っていた。実質ては明

らかに生産性上昇率以下であ った。したがって賃金 コスト ，相対賃金は短期的

な低下を含みなからも基調として安定していた。高い賃金上昇率も基本的には

資本の賃金 コスト管理，相対賃金管理の枠内のものでしかなく ，蓄積の進展を

阻害することはなく ，その意味で弾力的であ った。春闘の賃上げも賃金の独立
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変数化，利潤の侵食を意味するものではなかった。この賃金の弾力性はわが国

の強蓄積を支えた重要な一因であったとともに強蓄積に規定された賃金の般

的運動の日本的な発現形態であ った。とくに大企業については相対賃金の低下

傾向さえみられ，弾力性は強められさえした。したがって高度成長期の協調主

義的労働組合の賃金原則としての「生産協力 ・分配対立」における「分配対

立」も限定されたものであったといえる 。

　　　　第１表分配率 ・労務費率 ・賃金 コスト ・賃上率 ・生産性の推移

賃上率 労働生産性 賃金 コスト 労働分配率 労務費率
１９６５年 １０ ．６ ３．

７ ５． ２ ４１ ．７ ７９．０

７０ １８ ．５ １Ｏ ．３ ７． ０ ４１ ．９ ８１ ．８

７３ ２０ ．１ １７ ．６ ４． ９ ４３ ．７ ８９ ．２

７４ ３２ ．９ 一０ ．５ ２７ ．０ ４９．４ ９２ ．７

７５ １３ ．１ 一３ ．９ １６ ．０ ５３ ．４ １０４ ．５

８０ ６． ９ ６． ３
１．

０ ４６ ．０ ８８．Ｏ

８３ ４．
５ ３． ９ 一０ ．８ ４９ ．３ １０１ ．２

８４ ４． ６ ８． ６ 一４ ．５ ４７ ．４ ９７ ．１

８５ ５． １ ４． ４ 一１ ．２ ４９ ．６ １００．Ｏ

８６ ４．
６

１．

８ 一０ ．３ ５２ ．２ １０９．１

８７ ３． ６ ５． ８ 一３ ．９ ４９ ．８ １０８ ．７

　　　（注）労働生産性 ・賃金 コスト（製造業，対前年上昇率）　春季賃上率（全産業 ，
　　　　　単純平均値）　労働分配率（製造業）　労務費率（製造業，１９８５年 ＝１ＯＯ）

　　　（資料出所）　日本生産性本部「活用労働統計」（１９８９年版）より 。

　低成長期では当初，石油危機によっ て原材料コストが上昇し，労働分配率が

急上昇した。これに対する資本の対応は価格政策 ・価格引き上げによる労務費
　　　　　　　　　１０）
比率の安定化であ った。しかし狂乱物価の反映としての７４年春闘の約３３％の賃

上げが，賃金 コストを２７％上昇させ，蓄積の進展にとっ て現実的な障害と意識

された。そして生産性上昇の範囲内に賃金上昇を抑えるため，賃金 コスト管理

の強化の観点から賃金水準管理が，「生産性基準原理」をてこに「日本型所得

政策」の貫徹として本格的に展開された。その結果，翌年の賃上げは資本の設

定したガイドラインである１５％の枠内の１３％に抑えられたが，それは労働生産

性上昇率のマイナス３９％をはるかに上回り ，賃金 コストは１６％も上昇し，分

配率も前年の４９．４％から５３．４％に上がった。７６年には賃上げはさらに８．８％に

抑えられたが，景気回復によっ て労働生産性は１２．１％と飛躍的に上昇し，賃金
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コストはわずかＯ．１％の上昇にとどまり ，分配率も５０％に低下した。以後は８２

年まで賃上げ率は一桁の後半で抑制的に推移し ，７８ ・７９年を除いて生産性上昇

率は概して低くかったにもかかわらず，賃金 コストはわずかな上昇しかみなか

った。この間分配率は７８年まて５０％台であったか，７９年からは若干低下傾向を

示した。８３年以降８８年までは賃上げ率は８５年を除いて，１桁台前半で抑制され ，

生産性上昇率に概して遅れをとり ，賃金 コストは一貫してマイナスで推移した 。

分配率も横這いないし低下傾向を示した。以上のように賃金 コスト管理は７６年

以降，とりわけ８３年以降一段と強められ，分配率管理も７９年以降格段に強めら

れ， 賃金水準は名目では上昇がきわめて抑制され，実質ではほとんど降横這い

であ った。このように低成長下でとくに８３年以降，賃金の弾力化は強められた

のである 。

　とくに大企業ほど相対賃金の管理は強められている。通商産業省「工業統計

速報」によっ て製造業の規模別労働分配率を７５年と８７年で対比すると ，３０～４９

人規模では４７．５％から４５．Ｏ％に，５０人～９９人規模では４６．５％から４１．６％と比較

的穏やかな低下にとどまっ ているのに対し ，１，ＯＯＯ人以上規模では４３．３％から

３３．８％に大きく低下している 。その結果３０人～４９人規模と１，ＯＯＯ人以上規模と

の分配率格差が４．２ポイントから１１．２ポイントに拡大している。大企業ほど相

対賃金の弾力化が進展したのである。次に同様の対比を製造業の労務費比率に

ついてみると ，３０～４９人規模では１６．７％が１７．Ｏ％にわずかに上昇し ，５０～９９人

以上規模では１５．６％が１５．３％にわずかな低下にとどまっ ているのに対し ，

１，

ＯＯＯ人以上規模では１３．１％が１１．１％により大きな低下を示している。重層的

企業構造を特徴とするわか国の賃金水準 ・賃金変動を資本蓄積との関連で問題

にする場合，相対賃金の水準と変動を，単にナショ ナルな レベルの平均ではな

く， 構造としてとらえることが必要となる。とくに８０年以降の構造変化の過程

においてはこのことが重要である 。

　賃金の相対関係（賃金格差）については従来からわが国の特質として規模間

・産業間 ・地域間等の企業間賃金格差およぴ年令 ・学歴等による企業内賃金格

差の大きさが指摘されてきた。それはわが国の固有な重層的企業構造や重化学

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２１）
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工業中心の産業構造，地域における企業構造や産業構造の相違という構造要因

に規定されたものとして，賃金の構造として理解されてきた。この賃金格差は

おしなべて高度成長過程で急速に縮小したが，低成長への転換とともに，特に

８０年代の構造変化のもとで　般的に賃金上昇か抑制されたなかで，産業間 ・規

模間また個別企業間の業績格差に対応するかのように拡大傾向に転じ，さらに

格差を大きくしていった 。

　この賃金格差の典型は極端な規模間賃金格差であり ，その存在は　般にわか

国経済の一重構造の反映としてとらえられた。５００人以上規模を１００とする５～

２９人規模の賃金（製造業，現金給与総額）は１９７０年６１８，７５年６０２，８０年５８０ ，

８５年５４９，８７年５６６となり ，傾向的に格差か拡大している。しかしこれには年

令の「構成効果」や年齢別賃金変動の影響が強く反映されている。いま「賃金

構造基本統計調査」によって１，０００人以上規模を１ＯＯとする１０～９９人規模の年

令階層別賃金（全産業，男子，所定内給与総額，旧中卒　新高卒）を１９７８年と８７年

の対比でみると ，１８～１９歳９２ ．Ｏ，９４ ．８，２０～２４歳９５ ．４，９８ ．２，２５～２９歳９６ ．２ ，

９５ ．７，３０～３４歳８９ ．８，８９ ．Ｏ，３５～３９歳８９ ．０，８５ ．９，４０～４４歳８２ ．５，８０ ．３，４５～

４９歳７４ ．８，７６ ．９，５０～５４歳７０ ．１ ，７１ ．７，５５～５９歳７３ ．Ｏ，７４ ．７，６０～６４歳８９ ．１
，

９１．１となる。つまりこの間１８～２４歳では縮小，２５～３４歳ではほぼ変化なし ，３５

～３９歳および４０～４４歳では拡大，４５～６４歳では縮小となる。このように拡大し

ているのは３５～４４歳層のみである。１８～２９歳では規模に関わりなく ，賃金はほ

ぽ平準化し，しかもその傾向は強まっ ている。３０～３５歳の格差は約１割しかな

く， しかもその格差はほぽ維持されている。３５～４５歳については１割５分から

２割近い格差があり ，しかも拡大傾向にある。４５～６０歳までは２割５分から３

割近い大きな格差があるが，大企業でのこの層の賃金抑制傾向によって格差は

縮小している。このように考えると規模間賃金格差の拡大といわれるものの今

日の実態は主要に３０～４５歳の問題ということになろう 。

　しかも規模間におげる労働力年令構成の相違の拡大，大企業におげる３０～４５

歳層の肥大化傾向が，平均賃金での規模間格差を拡大させる要素にな っている 。

イギリスでは年令間賃金格差の拡大が賃金の相対関係の弾力化の名のもと ，若

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２２）
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年層の賃金抑制によっ て労働力を流動化させる目的で構造的失業対策として展

開されているが，わが国ではむしろ定年延長対策として，また大企業の中高年

労働力の「外部化」を誘導するために，中高令層の賃金抑制がすすめられてい

る。 このような内容上の違いがあるとはいえ，賃金の相対関係を資本蓄積の展

開に資する方向で弾力化するということでは共通している 。

　　　　　　　　　　　　第２表実質賃金の弾力性　　　　　　 （製造業，％）

日本 アメリカ イギリス 西ドイツ 　’フフンス

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

１９７９年 十１ ．２ 十６ ．９ 一５ ．７ 一２ ．５ 十２ ．２ 一４ ．７ 十３ ．０ 十０ ．７ 十２ ．３ 十１ ．２ 十４ ．２ 一３ ．０ 十０
．９
十７ ．３ 一６ ．５

１９８０ 一１ ，８ 十３ ．６ 一５ ．４ 一４ ．４ 十２ ．３ 一６ ．７ 一０ ．３ 一２ ．１ 十１ ．８ 十１ ．２ 一〇 ．６ 十１ ．８ 十２ ．４ 十０ ．４ 十２ ．０

１９８１ 十１ ．７ 十〇 ．６ 一１ ，１ ０． ０ 十２ ．４ 一２ ．４ 一１ ．７ 十４ ．３ 一６ ．０ 一０ ．６ 十１ ．５ 一２ ．１ 十１ ．４ 十２ ．２ 一０ ．８

１９８２ 十１ ．２ 一〇 ．７ 十１ ．９ 十０ ．５ 十１ ．５ 一１ ．Ｏ 十０ ．４ 十６ 一５ ．７ 一〇 ．１ 十２ ．２ 一２ ．３ 十１ ．８ 十２ ．９ 一１ ．１

１９８３ 十１ ．０ 十１ ．７ 一０ ．７ 十０ ．１ 十６ ．９ 一６ ．８ 十２ ．６ 十８ ．４ 一５ ．８ 十〇 十６ ．６ 一６ ．５ 十２ ．９ 十３ ．２ 一０ ．１

１９８４ 十１ ．１ 十６ ．１ 一５ ．０ 一０ ．２ 十３ ．９ 一４ ．１ 十１ ．９ 十５ ．８ 一３ ．９ 一０ ，１ 十１ ．９ 一２ ．０ 一１ ．Ｏ 十４ ．４ 一５ ．４

１９８５ 十０ ．２ 十１ ．５ 一１ ．３ 十０ ．３ 十４ ．３ 一４ ．０ 十１ ．９ 十３ ．５ 一１ ．６ 十２ ．３ 十４ ．７ 一２ ．４ ０． ０十０ ．１ 一０ ．１

１９８６ 十０ １８ 十３ ．０ 一２ ．２ 十〇 十３ ．７ 一３ ．６ 十３ ．４ 十３ ，０ 十０ ．４ 十４ ．Ｏ 十１ ．８ 十２ ．２ 十１ ．３ 十４ ．２ 一２ ．９

１９８７ 十１ ．Ｏ 十４ ．０ 一３ ．０ 一１ ．７ 十２ ．７ 一４ ．４ 十２ ．４ 十６ ．１ 一３ ．７ 十４ ．１ 十１ ．０ 十３ ．１ 十１ ．１ 十４ ．２ 一３

１９８８ 十０ ．４ 十７ ．９ 一７ ．５ 一１ ．５ 十３ ．８ 一５ ．３ 十２ ．４ 十７ ．８ 一５ ．４

一 一 一 一 Ｌ ■

（資料出所）　日本銀行調査統計局『日本経済を中心とする国際比較統計』（１９８９年）より作成 。

（庄）Ａ　実質賃金上昇率

　　Ｂ　労働生産性上昇率

　　Ｃ　Ａ－Ｂ

　次に生産性変動に対する実質賃金の弾力性をみると ，第２表のように８０年代

にはいって先進各国共通して実質賃金の上昇率は低く ，生産性の上昇を下回 っ

ている。しかも西ドイツを除いて，近年この傾向はますます強まっ ている。賃

金変動か概して弾力的にな ってきているのてある。とくにわか国はアメリカ ，

イギリスと並んで弾力性が高い。８０年代前半ではアメリカ ，イギリスが高く ，

後半ではわが国とアメリカが高い。とりわけ８０年のアメリカの乖離度マイナス

６． ７はきわめて大きい。しかもこれが主要に大幅な実質賃金の切り下げに基づ

いていることは注目に値する。これは大恐慌以来初めての払い戻し賃金相場

（ＧＩＶＥＢＡＣＫＳ）による労働組合の賃金切り下げあるいは賃上げの延期を自ら

　　　　　　　　　　　１１）
受託したことによっていた。この生産性変動に対する実質賃金の乖離度は生産

性上昇率に対比された名目賃金の上昇率としての賃金 コストの上昇率にも反映

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２３）
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して，フランスを除いて概して抑制的であったが，とくにわが国はアメリカと

並んで最も抑制的であ った。わが国の賃金 コストの下方硬直性が最も強いこと

になる（第３表）。

　　　　　　　　　　第３表各国の賃金コストの推移　　 （製造業，１９８０年 ＝１００）

日　　本 アメリカ イギリス 西ドイツ フラノス

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

１９７５～８０年 ０． １ホ

’
５． ２＊

一
１３．３ホ

一
３． ９ホ

一
７． ８ホ

一
８１ １０６ ．０ １０８ ．８ １０７ ．７ １０７ ．７ １０５ ．６ ９２ ．Ｏ １０４ ．Ｏ ８４ ．８ １１２ ．６ ８７ ．５

８２ １１１ ．１ １０１ ．１ １１３ ．３ １１３ ．３ １０８ ．４ ８１ ．６ １０７ ．１ ８０ ．２ １２４ ．４ ８０ ．０

８３ １１２ ．２ １０７ ．１ １０９．６ １０９ ．６ １０７ ．２ ６９．９ １０３ ．９ ７３ ．５ １３６ ．０ ７５ ．４

８４ １０９．５ １０４ ．５ １０９．７ １０９ ．７ １０８ ．５ ６２ ．３ １０４ ．３ ６６ ．７ １３８．５ ６７ ．Ｏ

８５ １１０ ．２ １０４ ．７ １０９．３ １０９ ．３ １１３ ．１ ６３ ．０ １０４ ．２ ６４ ．４ １４６ ．６ ６８．９

８６ １１０ ．６ １４８ ．８ １０７ ．５ １０７ ．５ １１７ ．４ ７４ ．０ １０６ ．２ ８８ ．９ １４６ ．３ ８９．３

８７ １０７ ．５ １６８ １６ １０６ ．５ １０６ ．５ １１８ ．１ ８３ ．２ １０９ ．７ １１０ １９ １４６ ．５ １０３ ．Ｏ

８８ １０１ ．２ １７８ ．５ １０５ ．３ １０５ ．３ １１７ ．７ ９０．２

’ ‘ 一 ■

（注）Ａ　名目賃金指数／労働生産性指数

　　Ｂ　名目ドル換算賃金指数／労働生産性指数
　　＊　年平均上昇率
（資料出所）　日本銀行調査統計局［日本経済を中心とする国際比較統計』（１９８９年）

　以上みたような７０年代後半とりわげ８０年代にはいってからの，実質賃金の弾

力化，賃金 コストの弾力化，賃金の相対関係の伸縮化は直接には主に「管理春

闘」の定着，多様な フレキシブル．な労働力の本格的な活用 ・戦力化によっ ても

たらされた。「管理春闘」の定着はなによりも交渉の自発的放棄と一体化した

要求の自粛，資本と協調主義的労働組合幹部による要求の管理によっ て貫徹さ

れた。第４表のように８０年代にはいって要求率か大変低下し，生産性上昇率を

下回る年さえあ った。高度成長期の「生産協力 ・分配対立」の原則は明確な

「生産協力 ・分配揚力」に転化したのである。このように要求率が近年とくに

低下しているにもかかわらず，獲得率は８３年以降急激に低下し，賃上げ実績は

生産性上昇率をかなり下回ることとな った。ちなみに１９８０年に主要企業で

７３．８％，中小企業で５３．９％であ った獲得率が８３年には各 々５７．７％，３９．７％に下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
かり ，以後若干回復したとはいえ，８７年で６１６％，４０７％にすぎない 。

　賃金抑制のもとで賃上げの業績対応性が強まり ，また分散が拡大し，賃上げ

の弾力性が強まっ た。 労働省の「賃金の引き上げ等の実態に関する調査結果」

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２４）
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（平成元年２月）によると，賃上げ第４表賃上率 ・要求率 ・生産性上昇率の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
額の決定要素の第１位の順位の構

成比をみると ，１９８８年では企業業

績の割合が断然高く６５．１％を占め ，

あとは世間相場２６．Ｏ％，労働力の

確保 ・定着４ ．３％，労使関係の安

定２８％等と続く 。なお企業業績

の割合の推移をみると ，８０年

５７．３％，８２年約６３％，８５年約６４％
，

８６年７０％弱，８７年７０％強となる 。

賃上率 要求率
労働生産
性上昇率

１９７０年 １８ ．５ ２３ ．８ １０ ．３

７５ １３ ．１ ３２ ．１ 一３ ．９

８０ ６． ７ ８． ７ ６． ３

８１ ７．
７ １０ ．３ ２．

４

８２ ７． ０
９． ３

１１

０

８３ ４． ４ ７． ４ ３． ９

８４ ４．
５

６． ５
８． ６

８５ ５． ０ ７． ２ ４． ４

８６ ４．
６

７． ４
１．

８

８７ ３． ６ ５． ５
５． ８

８８ ４． ４ ６． ５
’

労働省労政局労働組合課の調べに：訟箒率夏駄螂彗蝶訟鴬予葦青鴛鵜；十」
，

よると，主要企業の賃金の分散係　　　　鷲瓢篶荒葦篤謡甲楓娯む
。日

数は８０年の０．０６が８７年にはＯ．１８に
，

中小企業でもＯ．１５がＯ．２５に上昇している。１９８０年と８８年の賃上げの分散構造を

みると ，８０年では全産業の平均賃上げ７．０％に近い６～７％台は全体の８２％と

圧倒的部分を占め，それ以上の８～１０％台は８．６％，５％台以下は９．３％とわず

かである。それに対し，８８年では全産業の平均賃上げ４．４％に近い４～５％台

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
は５７．６％であり ，それ以上は９．８％と少なく ，それ以下は３２．７％とかなり多い 。

　しかも通常いわれるように，今日では賃上げの約６０％が昇給分であることを

考え合わせると ，実質的な賃上げ＝べ 一スア ップはますます抑制されているこ

とになる。日経連の「昇給 ・べ 一スア ップ実施状況調査」によると（全産業） ，

１９８７年における一人当たり賃金増額中の賃上げ分は３８．８％（昇給分は６１．２％）で ，

実質賃上げ分は賃金増額中の約４割弱にすぎない。この値の推移をみると ，７７

年７３．７％，８０年６７．８％，８４年５０．３％，８５年５４．９％，８６年５０．５％，８７年３８．８％と

およそ傾向的に低下し，とくに８４年以降は低下が著しい。さらにその実質賃上

げ分の配分をみると ，８７年で一律定額分はわずか１０．４％で，賃金階級等ラ１／ク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
別４８．７％，基本給リンク２１ ．８％，会杜査定５．８％となる 。６５年では各 々２９．５％ ，

３０．３％，１０．５％，７．６％であ ったので，この間かなり変化し，一律定額と賃金

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２５）
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階級別ランクがほぼ同じ割合を占めていた配分構造が一律定額の割合が２０ポイ

ソト近く低下し，賃金階級等ランク別中心の，より格差的で弾力的な配分構造

に変わっている。また昇給分の配分については８８年で約５０％が査定分であり ，

約３５％が賃金階級別ランクである。なお６５年と対比すると ，賃金階級等ランク

別のウェイトが大きく伸びている（約１５ポイソト）。 このように実質賃上げ分 ，

昇給分とも能力主義的配分が強められている 。

　目経連が会杜役員におこな った「昭和６３年春季賃金交渉に関するトッ ブマネ

ジメントの意見調査」（１９８８年７月）によると ，今後の賃金決定のあり方は「定

期昇給のみ，但し余裕があれば賞与に反映」１８．４％，「定期昇給中心，ベア毎

年実施の必要なし」２７．７％，「定期昇給ブラスベア方式，しかし定期昇給を中

心に」４５３％，「定期昇給プラスヘアー方式」４６％となる。今後の賃金決定の

あり方として，定昇とベアの併用方式は５％にみたず，大半が何らかの意味で

定昇中心の管理を考えている。これは日経連や鉄鋼労連による近年の，「ヘア

なし定昇のみ」論，中長期賃金協定の主張と符合する。定昇は日本的労使関係

のもとでは総人員とその年令構成に変化かないなら理論的には内転原理か働き ，

原資の増大をもたらさない 。

　（４）フレキシブルな労働力の活用と賃金の弾力化

　労働市場と賃金の弾力化論において最も強調されているものの一つはフレキ

ソフルな労働力の活用である。非正規労働力の多くは就労条件の不安定性と極

端な低賃金において不安定雇用者として規定される。それは資本蓄積の観点か

らは最もフレキシブルな労働力として位置付げられる。この弾力性は雇用面で

は　般に景気の変動や業務の波動性に対する調節弁としての機能においてとら

えられてきた。これは労働力需要面からの規定であるが，労働力供給面からは

「労働と非労働力の間をたえず流動する層」（梅村又次）としての縁辺労働力と

いう規定があたえられた。これらの規定に対しては７０年代後半からの，独占資

本の「寄生的雇用管理」の展開とそれを補完する国家の労働市場政策，労働基

準政策による正規労働力の削減，その代替としての非正規労働力の拡大，「戦

力化」 ・「基幹化」という事態の進展が否定材料として提示される 。また１９７０年

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２６）
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の約５０％から７６年には４５％まで低下した女子労働力率が以後傾向的に上昇し ，

今日ではほぽ５０％まで回復しているが，これは女子労働力市場への滞留傾向が

強まっ ていることの反映であり ，女子労働力の「縁辺性」が解消していること
　　　　　　　　　１５）
の証左の一つともなる 。

　しかし「戦力化」 ・「基幹化」はこれらの個 々の労働力の安定化を決して意味

せず，それらはなお不安定で資本にとっ ては弾力的な労働力として不安定労働

力である。企業のなかて非正規労働力か総体として相当量，常時活用されてい

るという意味ではこれは単なる景気調節弁ではない。しかしこのことはかなら

ずしもこれらの労働力が労働の質や企業における地位において中核をなしてい

ることを意味しないのはいうまでもない。これらの労働力において他人で代替

てきないような高度の質の労働か　般化しているわけてもなく ，また個 々の雇

用の安定性が保障されているのでもない。それ自体多様な階層性をもつとはい

え総じて相対的に低質の労働か多く ，個 々の雇用は不断の代替の可能性と解雇

の危険性のもとにある。バートの長勤続化傾向もそれを否定するものではない 。

したがってそれらは本来の意味での基幹労働力ではなく ，あくまでも非基幹労

働力にすぎない 。

　以上のような非正規労働力の拡大とその雇用の不安定性 ・弾力性はその賃金

の弾力性と極端な低水準に結びつく 。元来不安定雇用の典型は世帯主以外の家

族構成員の家計補充のための副次的労働力化として展開し，その賃金は補充賃

金としての弾力性をもっ た低賃金を特徴とした。しかし構造変化のもとでの不

安定雇用の拡大　「般化」はその性格を単なる「家計補充労働」から「定着

的な労働力」，家計維持にとっ て不可欠な労働力に変化させ，賃金概念に重大

な変容を，つまり賃金概念の二分化，世帯賃金と個人賃金への分離をもたらし

た。 不安定雇用の「一般化」か主要に家族多就業の「般化」，世帯員の「総

労働力化」として進展し，労働力再生産費の複合的な補填を「般化」させ ，

従来の賃金概念としての労働力再生産費：世帯賃金＝世帯主賃金は根本的な修

正をうけ，単なる価値分割をこえて，不安定雇用者についての分割分の価値で

はない，一個の独立した新しい賃金概念を形成する。それとともに世帯主賃金

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２７）
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もより低められた労働力の価値として再形成される。このように不安定雇用の

「般化」は賃金概念の二分化によっ て最も本源的な意味で賃金の弾力化を進

展させる 。

　また不安定雇用者は　般に時間給労働者であり ，その賃金はただ時間賃率が

低いのみならず，実働時間との関係で実収賃金はさらに低く且つ不安定てある

という特徴をもつ。それは，年功賃金のもとで労働力の再生産費との結ぴつき

が相対的に濃く月給形態によっ て非実働時間 ・非実働日に対しても一定の支払

いをうける正規労働力に対し，「労働の対価性」が強く ，実働時間に対しての

みの支払いであることおよびその実働時間 ・実働日が不安定且つ　般に短期間

・短時間であることによっ ている。さらに不安定雇用者の賃金が労働力再生産

費から基本的に切り離されていることによっ て資本は概して一時金や退職金の

ような「労働の対価性」が見えにくいものの支払義務および杜会保険料の使用

者負担の義務等を免れえやすいという点において労務費の弾力性を確保せしめ

る。 不安定雇用の賃金の決定における弾力性の根拠として何より重要なのはそ

の大半が未組織であり ，自主的な団体交渉能力をもたないという点である。潜

在的な供給圧力の過剰という特性がこれをいっそう強める。さらに労働基準に

よる保護から実質的に排除されているあるいは階層的な労働基準のもとでより

薄められた保護に甘んじさせられていることもその弾力性と低位性の根拠とし

て付け加える必要がある 。

　雇用特性との関連においては不安定雇用の賃金の弾力性と低位性はその労働

市場の極端な弾力性によって支えられる。その主たる給源としての主婦労働力

を核とする女子労働力率の急上昇か最大の基盤となる。あわせて次の点も重要

である。前述したように今日のバートの主流は労働市場への参入と退出を短期

間に繰り返すという意味での縁辺労働力ではなく ，特定企業への長勤続傾向を

強めており ，また解雇されたにしても労働市場からの退出ではなく ，労働市場

にとどまっ て概して切れ目なく企業をわたりあるく継続的な労働力としての性

格を強めている。このことはバートの就労動機の多くが一部にいわれるように

余暇利用にあるのではなく ，主たる生活収入の確保，生活費の不可欠の補助等

　　　　　　　　　　　　　　　　（５２８）
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によっ て余儀なくされる側面が強いことと深く関わっている。労働省の「雇用

動向調査」によると ，１９８７年てはハートの就労動機の圧倒的なものは家討補充

５２．３％，主たる生活収入１６．４％，生活水準の向上１１．０％など生活の必要に関わ

るものであり ，余暇利用はわずか１３．４％にすぎない。なお７５年では各 々５９．９％
，

９． ７％，１３．１％，１２．５％であり ，この間バートを主な生活収入とする者の割合

が約７ポイントも増えている。このような今日のバート労働の性格はそれだけ

労働力供給圧力を強め，賃金の低位化に影響する。なおパート主婦の低賃金の

一因としてはその労働市場の狭隆性，地域性を忘れることはできない。それが

何らかの家事負担との調整を必要とする限り ，その市場圏はきわめて制限され

る。 また低い課税最低限の設定による賃金の自己抑制もある 。

　さらに不安定雇用の労働特性との関連でいえば，前述したようにそれを「基

幹労働力化」した者ととらえたのでは，労働者の諸階層のなかでその賃金が極

端に低位てあること ，しかも８０年代にはいって不安定雇用に対する労働需要の

伸びが最も著しかったにもかかわらずその賃金上昇は最も停滞的であ ったこと

を説得的に説明することはできない。それは交渉力がないこと等ですべて合理

的に説明できるとも思えない。非正規労働力にもその職種，労働の質を異にす

る多様な層があ って一括することはできないが概して他人をもっ て変え難いよ

うな高度の質の労働か　般化しているとはいえない。むしろハート比率の最も

高い製造業や小売業，狭義のサ ービス業のパートの大半は不熟練あるいは半熟

練である。このように大半は比較的質の低い労働であり ，あくまで非基幹労働

力であることもその低賃金に関わりをもつのである。最後に不安定雇用の賃金

変動の弾力化を規定する８０年以後の最低賃金制度の改編の動向，そのもとで最

低賃金が不安定雇用の「標準賃金」となりつつある状況は特に注視する必要が
　１６）

ある 。

（５２９）
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２　経済の国際化のもとでの賃金の国際序列と賃金運動の国際連関

　（１）「世界最高水準」論と総合生活改善

　日経連の８９年「労働問題研究委員会報告」はトル換算名目賃金の国際比較に

よっ てわか国の賃金の国際的序列の確定と特徴付げを行い，世界最高水準てあ

るとした。この「世界最高水準」論から次の二つの主張が展開された。一つは

名目賃金の世界最高水準がわが国の「労務費としての賃金」を世界最高水準に

押上げ，その国際競争力を低下させたことを強調することによっ て， 資本の多

国籍企業展開を合理化するとともに，国際競争力を回復するためのいっそうの

賃金 コストおよび相対賃金管理の強化とその一環としての賃上げの抑制，賃金

闘争の終結が主張される。それは賃金弾力化論の展開であり ，具体的には「ヘ

アなし定昇のみ」論，「賃上げ ・時短パッ ケージ」論，中長期賃金協定の主張 ，

総合人件費管理の強調等である。またナ ：／ヨ ナルな レヘルでは賃上げ幅を実質

国民経済成長率の枠内にととめるという「生産性基準原理」の確認 ・拡大と ，

個別企業の賃上げにおいては支払い能力 ・業績に対応させるという主張，また

業績の報酬への反映をできるだげ賃上げではなく一時金において弾力的に吸収

するという見解等の展開となる 。

　もう一つは名目賃金の世界最高水準と実質生活水準との乖離を指摘し，その

乖離の解消を主として物価水準の引き下げによっ て実現しようという主張であ

る。 そこで内外価格差問題が前面に押し出され，その解消のための具体策とし

て農業を始めとする市場開放，流通機構等の規制緩和，土地対策，税制，住宅

政策等が示される。いわゆる「生活コスト引き下げ」論である 。さらに９０年の

同報告は好況下における賃金抑制の論理をより強力に展開した。「世界最高水

準」論を前提に，「賃金コストインフレ」論でこれを補強し，「生活 コスト引き

下げ」論の主張を誇大化した。賃金は世界最高水準であるうえに，好況下にあ

って過度の賃上げはインフレ，金融引き締め，景気後退をもたらすというコス

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３０）
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トイソフレが懸念されるので，賃上げは５％以内に抑えられねぼならないとす

る。１９７５年以来，約１５年ぶりの賃金ガイドラインの設定による政治的な賃金抑

制論の登場である。そして生活向上において何より重要なのは内外価格差の解

消であるとして，市場開放と規制緩和をより強力にすすめることを説く 。

　連合も名目賃金比較と実質賃金比較の結果の乖離を指摘し，一応賃上げの必

要を説きつつも ，乖離の解消のための主要な力点を物価 ・税制 ・土地 ・庄宅等
　　　　　　　　　１７）
の政策制度要求におく 。「総合生活改善」闘争という名分での事実上の賃金闘

争軽視論である。「世界最高水準」論から「生活 コスト引き下げ」論 ・「総合生

活改善」論へと展開する論理には賃金水準論を物価構造を媒介にしてではある

が， かなり直線的に生活水準論と結び付ける考え方がある。これはフローとし

ての賃金水準と過去の蓄積 ・財産形成のストックをも含む生活水準との区別を

暖昧にしているという点で問題である。そこには内外価格差はその少なからぬ

部分が円高の反映であるという重要な点の認識の欠落もみられる。購買力平価

と乖離した為替 レートの変動によっ てもたらされる円高は，わか国の　般商品

の価格の国際的割高，内外価格差を現象させると同時にわが国の労働力商品の

価格（賃金）についても国際的割高を現象させる。しかし国内に生活基盤をお

くのであれは，いま輸入メリソト ，円高差益を考慮の外におくと円高は実質的

に購買力や生活水準にまっ たく影響しない。いわゆる国内価値と対外価値の分

離である 。

　万働組合の最も基本的要求てある賃金闘争を事実上放棄して，政策制度要求

を実現する力がはたしてあるのか。賃金闘争が利潤との衝突を通じて杜会進歩

のより高次な主体を形成し，階級的利益を人類の普遍的利益に一体化させると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
いう点の重要な意義を看過することはできない。日経連はこの「総合生活改

善」を財界 ・労働組合の共同戦線による財政闘争，対政府閾争と位置付けるが ，

実はこれは対米関係を機軸とする構造調整の進展のもとでは政 ・労 ・資三者一

体とな った中小企業，農業攻撃ともなりうる。ここに「日本型ネオ コー一 ポラテ

ィズム」のあらわれの一つをみる。前川 レポートは構造調整の一環として内需

主導型産業構造への転換の必要から労働時間短縮とともに賃上げによる「有効

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３１）
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需要の源泉」の拡大を表面的には説く 。しかし構造調整の一環としての賃金 ・

労働時問政策の核心は弾力化政策としての実質賃金の伸縮性，賃金格差の柔軟

性， 賃金 コスト ・相対賃金の弾力性，労働時間の弾力性の確保等にあることは

前述の通りである 。

　日本の賃金はほんとうに「世界最高水準」であろうか。（１）まず技術的諸問題

を指摘できる。比較対象の整合性がとれていない点である。（２）般に製造業 ・

生産労働者の比較がなされるが，産業構造が激しい変動のもとにあり ，広義の

サーヒス業か就業構成のなかで最も高いウェイトを占める産業とな っている状

況のもとで，また　般的に産業間賃金格差の拡大傾向か指摘できるなかで，一

国の賃金水準を国際的に尺度する際，製造業の賃金をもっ て全体を代表させる

ことが妥当か否かの問題である。さらに生産労働者の賃金で良いのかという点

もある。わが国の賃金の特徴の一つはホワイトカラーとブルーカラーの賃金格

差が国際的にみても比較的小さいという点，わが国のブルーカラーの賃金は相

対的に高く ，ホワイトカラーの賃金は相対的に低いという点である。したが っ

て賃金比較は少なくとも産業や職種の観点を踏まえたものであることが必要と

なる。統計的平均の限界である。可能なら個別賃金比較が求められる 。（３）「生

活費としての賃金」という観点からは直接賃金のみならず間接賃金をも含めた

総賃金の比較か必要となる。（４）「競争力としての賃金」という観点は生産性と

の相対，つまり賃金 コスト比較を求める。（５）「搾取としての賃金」という観点

からは賃金を生産性のみならず労働強度 ・労働時間と相対させること ，つまり

搾取率 ・相対賃金の比較が重要となる 。

　資本主義のもとでの賃金運動は現象的には労働力の需給関係，労働力の部門

間配分関係に規定されるか，本質的には，賃金の　般運動としては資本蓄積の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
従属変数として ・５相対的過剰人口と剰余価値生産に規定される。このことか

らして「生活費としての賃金」，「コストとしての賃金」，「搾取としての賃金」 ，

この三者の関連は資本の管理の観点でいえぱ「搾取としての賃金」の管理が機

軸となり ，これに規定されて「コストとしての賃金」の管理が，最後にそれら

の結果として「生活費としての賃金」管理かなされるというものである。賃金

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３２）
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決定をめぐる労使関係，団体交渉はこの関連に部分的修正を与えうる。最も強

力な労働組合の賃金交渉はこの三者の関連において「搾取としての賃金」 ，「コ

ストとしての賃金」に関わる資本の管理に，「生活費としての賃金」の要求を

対抗させ，部分的に資本の相対賃金 ・賃金 コスト管理を規制することになる 。

ＯＥＣＤの弾力化の主張はこのような状況を硬直化と認識し，これを三者の本

来的関連，つまり資本の賃金 コスト ・相対賃金管理が機軸とな って賃金運動を

全面的に蓄積に従属させうる関係を構築することを企図しているのである 。

　（２）名目賃金格差と実質賃金格差の乖離の意味するもの

　戦前の山田盛太郎氏の「植民地以下的低賃金」の規定以来，戦後も通して日

本資本主義の構造的特質の重要な規定因の一つとして，わか国に特有な資本蓄

積構造の不可欠な一環として「日本的低賃金」が論じられてきた。それは概ね

水準の例外的低位性と極端な賃金格差を内容規定とする「構造的低賃金」とし

てとらえられてきた。春闘として展開された高度成長期におけるわが国労働組

合運動の基本目標はこのような賃金の特質規定のうえにた って，「ヨーロッパ

並み賃金」の実現にたてられた 。

　高度成長期には春闘という統一賃上げ闘争の強力な展開によっ て年平均１５％

以上という名目賃上げ，年平均８％の実質賃上げという先進諸国で最高 レベル

の賃上げ成果が勝ち取られ，漸次欧米との格差を縮小した。しかし対米格差を

みると ，第５表のように１ドル３６０円 レートであ った固定相場制がくずれるま

では依然相当の格差が存在し続けた。１９７１年ではわが国の賃金はアメリカの約

４分の１にすぎなかった。７１年のアメリカの新経済政策による金 ・ドルの交換

停止，またその後のスミソニアノ体制への移行を径て，先進諸国が変動相場制

への移行を終える７３年までの間に円高の進展によって対米格差は相当縮小をみ
，

７３年７月には１ドル＝２５０円の水準にまで達した。しかし７４ ・７５年は主にオイ

ルショックの影響で円安で推移し，７６年から円は上昇に転じ ，７７ ・７８年に急騰

し， ７８年１０月には１ドル＝１７５円にまで達した。この時期に日経連はわが国の

賃金がもはや低賃金ではなく ，先進国並みにな ったことを，今日の「世界最高

水準」論の原型を説き，賃金抑制の必要を強調した。それ以後８５年まではレー
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　第５表為替 レートと賃金の国際格差の推移（製造業，実労働時問当たり賃金）

目本とアメリカ 日本と西ドイツ

購買力 為　替 物　価 名目賃 実質賃 購買力 為　替 物　価 名目賃 実質賃
平　価 レート 水　準 金格差 金格差 平　価 レート 水　準 金格差 金格差

１９６５年 ２７７ ３６０ ７７

一 ■
６８ ９０ ７６

’ 一
７１ ２８３ ３５０ ８１ ３７３ ３０２ ８１ １００ ８１ ２１３ １７２

７３ ２８９ ２７１ １０７ ２９７ ２４４ ８５ １０１ ８３ １７９ １４９

７８ ２９８ ２１０ １４２ １４２ ２０１ １１５ １０５ １１０ １４４ １５９

８５ ２２２ ２３９ ９３ １９０ １８４ ９０ ８１ １１０ １３６ １５０

８６ ２２０ １６９ １３０ １３３ １８０ ８９ ７８ １１４ １２９ １４７

８７ ２１４ １４５ １４８ １１５ １７５ ８７ ８１ １０７ １３４

■

（注）名目賃金格差　日本＝１００　各国の公表値を調整したもの

　　実質賃金格差　日本＝１００，物価水準　アメリカ　西トイソ＝１００

　　購買力平価 ・為替 レート　円／ドル，円／マルク
（資料出所）６５，７１ ，７３，７８年の購買力平価および実質賃金格差　古田裕繁「購買力平価の国際比較」（労働名［労働

　　　　統計調査月報』１９７９．６）より

　　　　８５，８６，８７年の購買力平価　経済企画庁物価局［物価 レポート８８』より

　　　　８５，８６，８７年の調整後の名目賃金　昭和６３年版［労働白書』より

　　　　８５，８６，８７年の実質賃金格差　著者試算

カソの高金利政策によっ てレートは円安基調で推移したか，期間を通してはほ

ぽ１ドル２００円台の前半で安定的に推移した。８５年のＧ５によるブラザ合意以

降， 異常円高の高進によっ てわが国の名目賃金は擬制的に急上昇し，主として

アメリカとの格差を急激に縮少させた。今日ではほぽ同水準である。このよう

に７０年以降の，わか国の名目賃金の国際的位置の上昇は主要に為替 レートの変

動によっ てもたらされたものである。局度成長期以降の対米名目賃金格差の推

移をおおまかに段階区分すると ，次の通りである 。

　（１）１９５５年から７０年まで。これはわが国の名目賃金上昇率が他の先進国にくら

べて著しく高いことによっ てかなりの格差縮小をみた時期である。ここでは１

ドル＝３６０円の固定相場制であ ったので、レートの変動による影響はなく ，た

だ内外賃上げ率格差によっ て対米のみならずほとんどの先進国との名目賃金格

差を急速に縮小させ，国際的にみたわか国の名目賃金水準を　般的に引き上げ

た。（２）２期は金 ・ドル交換停止，スミソニアンヘの移行から主要国の変動相場

制への移行が完了する７１年後半から７３年までの過渡期である。ここではわが国

の名目賃金はアメリカの約４分の１から約３分の１にまで縮小した。これは主

要に対ドル為替 レートの上昇によっ て生じたのであり ，この間対米賃上げ率格
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差はあまりなく ，その影響はほとんどない。この間の為替 レートの変化はおも

にドルとの間で生じたのであり（マルク ，フランとの関係ではそれほどではなか っ

た），したがって名目賃金の格差縮小も対米関係において特徴的にみられた 。

（３）３期７４年から７８年までの時期で，対米関係でみると ，この期の前半はレート

は比較的安定的で，名目賃金格差もほとんど変化しなかったが，７６年末からは

対米賃上げ率格差もあ ったか，主に対米貿易における黒字の増大によっ て急激

に円高が進行し対米名目賃金格差は急激な縮小をみた。なおこの期もアメリカ

以外の先進国との関係ではレートは比較的安定的であり ，名目賃金の格差の変

動はあまり大きくない。（４）４期は７８年から８５年までの期間であり ，レーガソの

高金利政策によっ てわか国の資本の対米流出か増大し，経常収支か赤字を見て ，

むしろ傾向として円安て推移した。したかって名目賃金上昇率の格差はあまり

なかったが，対米名目賃金の格差は拡大をみた。アメリカ以外の先進国との関

係は例えは西トイソでは反対に円高傾向かみられ，若干だかむしろ名目賃金格

差は縮小した。（５）５期はプラザ合意以降今日までで，この期に対米名目賃金の

格差は急激な縮小をみ，８７年のレートの終値ではわが国の名目賃金はほぽアメ

リカに並ぶこととな った。この間の名目賃上げ率は若干アメリカか高いか，フ

ラザ合意によっ て日米間の国際収支の著しい不均衡の調整策としてレートが人

為的に大幅に円高に誘導された結果，大幅な名目賃金格差の縮小とな った。ア

メリカ以外の先進国との関係では名目賃上げ率も抑制されたところでほとんど

差はなく ，またレートもあまり変化せず，名目賃金の格差はさほど変化しなか

った 。

　以上を通していえば，この間の国際的にみたわが国の名目賃金水準の変動は

主としてアメリカとの関係で，またレートの変動によっ て生じたものであり ，

　般的なものではなく ，また主に名目的であ って実質的な変動ではない。７１年

と８７年を対比すると ，わが国の名目賃金水準はアメリカとの関係ではその約四

分の一の水準がほぽ同水準となり ，著しく縮小しているが，ドイツとの関係で

はわが国の水準は約６０％水準が約９０％水準に変化したにすぎない 。

　次にこの間の実質賃金格差の推移をみると次のように整理できる 。（１）１期に
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は内外物価上昇率格差に基づく購買力平価の円安という実質賃金格差の拡大要

因もあ ったが，それを上回る内外実質賃金上昇率の格差によっ て急激に実質賃

金格差は縮小した。こ加はすへての先進国に対しての　般的傾向であ った 。（２）

２期も内外物価上昇率格差による購買力平価の円安という実質賃金格差の拡大

要因もあ ったが，それを上回る賃上げ率格差によっ て実質賃金格差は縮小した 。

（３）３期も依然購買力平価は円安で推移し，実質賃金格差の拡大要因として働い

たが，賃上げ率格差によっ て， 対米関係では実質賃金の格差は縮小したが，ド

イソとの関係ではアメリカとの関係でよりはるかに購買力平価は円安で推移し
，

賃上げ率格差はほとんどなく ，むしろ実質賃金格差は拡大した。（４）４期では対

米関係は購買力平価か急速に円高で進行したか，両国の賃上げ率格差によって ，

実質賃金格差の縮小が比較的抑えられた。一方ドイツとの関係では購買力平価

の円高は比較的抑えられ，賃上げ率格差もほとんどなく ，比較的緩慢な実質賃

金格差の縮小にとどまっ た。（５）５期ではアメリカ ，西ドイツいずれの関係につ

いても購買力平価はほぼ安定し，名目賃上げ率格差もほとんどなく ，実質賃金

格差はほとんど変わっていない。７１年と８６年との対比ではアメリカの約３分の

１が約２分の１の水準に，西ドイツとは約６０％水準が約７０％水準に変化したに

すぎず，前述の名目賃金水準の変化とはアメリカとの関係については著しく異

っている。これは主要に８５年以降，対ドル為替 レートが購買力平価に対し著し

く円高であったことによっ ている 。

　最後に日米間の賃金 コスト格差（対ドル換算の賃金 コスト格差）の変動を鉄鋼

に例をると次の通りである（第６表）。（１）１期では次のようになる 。６０年ではわ

が国の生産性はアメリカの約５分の２であったが，賃金は約７分の１と比較に

ならないほど低く ，したがってわが国の賃金 コストはアメリカの約３分の１に

すぎなかった。６０年以降，両国の賃上げ率格差の急拡大によっ て， 名目賃金格

差は急激に縮小した。６０年にはアメリカはわが国の約７．４倍であ ったが，７０年

には約３．２倍にまで縮小した。しかしこの間生産性格差は名目賃金格差の縮小

を上回って縮小した。６０年てアメリカはわが国の約２５倍の生産性水準であ っ

たが，７０年には約１倍，ほぽ同水準にな った。その結果賃金 コスト格差は拡大
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した。アメリカに比べたわが国　　　　第６表　日米鉄鋼業の賃金 コスト比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本 ＝１）
の賃金 コストの低位性はい っそ

う強められた。６０年にはアメリ

カはわが国の約２．９倍であ った

が， ７０年には約２倍にまでた っ

た。（２）２期ではわが国の生産性

水準はアメリカを追い越し，そ

の格差を拡大した。わが国を１

とするアメリカの値は７１年約１
，

７３年約Ｏ．８である。しかし主に

レートの変動の関係で名目賃金

の格差は生産性格差の変動を上

回って縮小し，アメリカはわが

国の約３．２倍から約３．３倍にな っ

た。 そして結果わが国の賃金 コ

賃　金 生産性 賃金 コスト

１９６０年 ７， ３８ ２． ５４ ２． ９０

７０ ３． ２４ Ｏ． ９７ ３． ３３

７３ ２． ０４ Ｏ． ７８ ２． ６３

７５ １． ８４ ０． ７９ ２． ３１

７７ １． ７８ ０． ７８ ２． ２９

７９ １． ６３ Ｏ． ６９ ２， ３７

８０ １． ７５ ０． ６８ ２． ５８

８２ ２． ００ Ｏ， ７５ ２． ６７

８４ １． ６８ ０． ８８ １． ９０

８５ １． ７３ ０． ９７ １１ ７９

８６ １． ２１ １． ０４ １． １７

８７ １． ０４ ０． ９９ １． ０５

（庄）両国とも基礎的鉄鋼業の生産労働老，暦年べ 一一 スデ ー一 タ。

　　生産性＝時間当たり粗鋼生産量，賃金 ・賃金 コスト＝為

　　替 レート換算 。
（資料出所）　日本＝労働省毎勤製造業 ・製鋼 ・鋼材業の加重平

　　　　均。連盟　鉄鋼統計時報。米国 ＝ＡＩＳＩ統計年報 。
　　　　千葉利雄「経済調整下のマクロ 経済運営と賃金決

　　　　定」，丁労働経済旬報』（１９８９ ・７月下旬号），労働

　　　　経済杜 。

ストは相対的に上昇した。アメリカはわが国の約３倍から約２．６倍にな った 。

（３）３期の前半７３ ・７４年てはレートはほほ安定し，名目賃金　生産性 ・賃金 コス

トのいずれの格差もほとんど変化していない。しかし後半７５年～７８年では生産

性格差にはほとんど変化はないが，円高の関係で名目賃金格差は縮小し，賃金

コストにおいてわが国の割安がさらに弱められた。わが国を１とするアメリカ

の賃金 コストは７３年の約２．６倍が，７８年には約１．９倍にな った。（４）４期ではレー

トの円安基調によっ て， 名目賃金格差は若干拡大した。しかし生産性はこの間

アメリカの上昇率のほうが高く ，日本との格差をかなり縮小した。日本を１と

するアメリカの値は７９年約Ｏ．７が８５年には約１にな った。わが国の賃金 コスト

の割安はかなり弱められた。わが国を１とするアメリカのそれは７９年約２．４倍

が８５年には約１．８倍にな った。（５）５期では生産性格差にはほとんど変化はない

が， Ｇ５のプラザ合意による円高の異常高進によっ て名目賃金格差が急激に縮

小し，日本を１とするアメリカの値は８５年１．７から８７年にはほぽ１つまり同水
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準にな った。その結果わが国の賃金 コストの割安は急激に弱められ，８７年には

ほぽ同水準にな った 。

　通してみると，わが国を１とするアメリカの値は，名目賃金では６０年の約
７．

４が８７年にはほぽ同水準にな った。生産性は約２．５が１／２にな った。そして賃

金コストは約３かほぽ同水準にな った。つまり名目賃金の約７倍の格差と生産

性の約２．５倍の格差，したがって賃金 コストの約３倍の格差が，この間の名目

賃金格差およぴ生産性格差のいずれをも解消させる運動の結果，賃金 コストの

格差を解消させた。むしろ生産性格差の変動を前提として，賃金 コストの格差

を解消する方向で，レートか変動し，それに対応して名目賃金の格差縮小の運

動の幅が規定されたといえる。特にレート 糸人為的に変動された８５年以降につ

いてはそのことが妥当する 。

　（３）今目における賃金の国際比較の意義と限界

　賃金水準の国際比較は各国の蓄積構造との関連でなされるものである限り
，

そもそも剰余価値 ・利潤との関係で，少なくとも生産性との関係でとらえられ

た賃金の水準つまり相対賃金あるいは賃金 コストとなる。「日本的低賃金」論

の出発点であった山田盛太郎氏の「インド以下的低賃金」の規定も賃金 コスト

比較によっ て根拠付げられていた。「生活費としての賃金」水準の比較におい

ては，名目賃金の比較は，ドル換算のうえでなされざるをえない限り ，為替 レ

ートが購買力平価から相対的に自由に変動しうる状況のもとでは単なる名目上

の比較の意味しかもたない。これに対し実質賃金の比較は賃金の真の実力，購

買力を反映しているという意味では「生活費としての賃金」水準の比較として

有効性をもちうる。しかしそれであっても各国の生産力の発展段階の相違に対

応して各国の生活様式，必要生活手段の質量の範囲，したがって労働力再生産

費が異なる限り ，厳密な意味での生活水準比較の一環としての賃金水準の比較

とはなりえない。このように絶対賃金の国際比較は「生活費としての賃金」の

比較としてはたとえ実質賃金の比較であっても限定された意味しかもたない 。

　賃金の絶対水準比較が実体的に意味をもつとすれは，トル換算された名目賃

金の国際序列が，賃金 コストの国際序列の一面をあらわすものとして，経済の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３８）
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国際化に対応した資本の国際移動と国際的な労働力移動の一要素となるという

点においてである。しかしこの場合，労働力の歴史的 ・杜会的存在性からして

その国際移動にはおのずと限界があるので，名目賃金の国際序列がより意味を

もつのは資本の国際移動の動因となるという点においてであろう 。なお競争力

の規定因として賃金をとらえるという場合，より正しくはドル換算名目賃金を

生産性と相対した賃金 コストの国際比較でなけれぼならないことは言うに及ぼ

ない 。

　以上のように今日の賃金水準の国際比較は賃金 コストおよび相対賃金の国際

比較が中心となる。ただ前述したように絶対賃金の国際比較の結果が主として

対米関係における名目賃金と実質賃金の比較結果の大きな乖離としてあらわれ

たことは庄目に値する。この大きな乖離はわが国に特徴的なものであり ，今日

におけるわが国の絶対賃金の固有の存在形態といいうる。それはわが国の対米

依存性の強い輸出主導型産業構造 ・蓄積構造の，またそれを支える国内の労働

者に対する例外的強搾取，低賃金 コストと低相対賃金の反映である。この意味

ては今日の絶対賃金の国際比較は賃金 コスト ・相対賃金の国際比較と深く結ぴ

ついているといえる 。

　変動相場制下の賃金水準の国際的位置とその変動において機軸的に重要なの

は相対賃金の変動てある。　般的には国際的にみて賃金上昇率かいくら高くて

も生産性上昇率を上回っていれは賃金 コストの上昇，国際競争力の低下をまね

き， 貿易収支の悪化，為替 レートの下落によっ て賃金の国際水準を低下させる

要因を生む。反対に賃金上昇率か低くてもそれか生産性上昇率を下回っていれ

ぼ賃金 コストの低下，国際競争力の上昇によっ て為替 レートを上昇させ，賃金

の国際水準を上昇させる要因となる 。前者の例か１９６０年代後半から７０年代半は

にかけての「賃金爆発」の影響下にあ ったイギリス，フランスであり ，後者の

例は７０年代後半および８５年以降のわが国である。なお前者の場合，高い賃上げ

が国内イ１■フレと並行したので，実質賃金の国際的地位は停滞的であ った。こ

こでは高い賃上げ率が為替 レートの急落で相殺され，名目賃金の国際的地位は

停滞ないし低下した。しかし実質賃金の国際的地位も停滞的であ ったので基本

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３９）
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的には両者の乖離運動はみられなかった。後者は上述のような乖離運動として

あらわれた 。

　（４）賃金 コスト ・相対賃金の国際比較と国際競争力

　前出の第３表によれば，わが国の労働生産性の上昇に対比した名目賃金の上

昇率，賃金 コスト指数は８０年を１ＯＯとして８８年で１Ｏ１．２であり ，この間ほとんど

変わっていない。この間の指数の上昇幅はアメリカの５
．３，西ドイツの９．７（８７

年），イギリスの１７．５より相当低く ，フランスの４６．５に対しては格段に低い 。

とくにＧ５によるプラザ合意以降のわが国の賃金 コストの低下が著しい。これ

は円高への対応を理由に賃金抑制と生産性の向上が　段と強められたことによ

り， 近年のわが国の名目賃金上昇率は先進各国のなかで最も低いが，労働生産

性上昇率は最も高く推移している結果である。より厳密に単位当たり労働 コス

トでみると ，この間におげるわが国の労働コストの相対的な低下がさらに明確

になる（第７表）。 しかし円高の影響を加味した労働生産性に対するドル換算名

目賃金の指数では円高前の８５年では８０　　第７表　単位当たりの労働 コストの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際比較
年を１ＯＯとしてわずか１０４．７にすぎない　　　（製造業，１９７７年 ＝１００，各国通貨にょり算出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　した単位労働 コスト）が， ８８年では１７８．５に急上昇している 。

アメリカは１０５ ．３，以下イギリス９０ ．２ ，

西ドイツ１１０．９（８７年），フラソス
１０３．Ｏ（８７年）であるから，わが国は

格段に高い 。

　円高は　般に円建て輸出価格を引き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料出所）ＢＬＳ　ｍｐｕｂｌｉｓｈｅｄ　Ｄａｔａ，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ

下げ，ドル建て輸出価格を引き上げる。　　　　　 １９８７宅桑原靖雄他編『先進諸国の労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使関係』（日本労働協会，１９８８年）よ

７０年代後半以降の輸出攻勢において，　　　　　　
り’ ３３０ぺ 一ジ 。

高品質に裏付けられた相対的な高輸出価格政策かとられていたので，円高分を

すへて輸出価格に上乗せすることは輸出競争力を著しく弱めることになり ，そ

れを回避するため大幅な賃金 コストダウソが求められる。勿論この必要度は産

業・ 企業によっ て異な っている。　般に主力輸出産業では従来から１トル：

１４０円でも十分対応できるコスト水準を達成していたので，客観的には８０％の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４０）

１９８０年 １９８６年

カナダフランス西ドイツ日　　本イギリスアメリカ
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円高にも対応力をもっ ていたが，それ以外の産業や中小企業では８０％の円高は

到底国際競争上対応しえないものであり ，輸出関連中小企業，地場産業産地を

中心にして倒産も多発した。昭和６２年『労働白書』が掲げる第８表によると製

造業計で１ドル＝１４０円　　　　　第８表業種別賃金 コストの日米比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（製造業，１９８５年，米＝１ＯＯ）
でもわが国の賃金 コスト

は約１５ポイノト高いにす

ぎない。主要な輸出産業

である輸送用機器，電気

機器等ではそれでもなお

およそ２０～２５ポイントの

競争力優位を保っている

のである。　　　　　　　　 （資料出所）昭和６２年版『労働白劃

　なおわが国の主力輸出産業の競争力をアメリカのそれと均衡させるレートが

従来からほぽ１ドル：１４０円であったということは，Ｇ５以前からわが国の主

要工業製品の購買力は１トル１４０円てあ ったことを意味し，この点ていえは購

買力平価説は妥当していたともいえる。主要工業製品の購買力平価と消費財を

も含む総合購買力平価（１ドル約２２０円）との乖離である。これはわが国の重層

的企業構造，産業構造の反映である。円高は一時１ドル＝１２０円台にまですす

んだが，以後今日まで１ドル１４０円台で比較的安定して推移しているが，これ

はほほ主要工業製品の購買力平価水準に対応しているのてある 。

　前出の第６表によっ ていま一度鉄鋼業の日米の賃金 コスト比較をみると ，名

目賃金 ・生産性 ・賃金 コストはいずれもほぽアメリカと均衡する水準である 。

その推移をみると ，６０年代では日米間の賃金格差は約１対７．５から約１対４に

まで急速に縮小したが，生産性も約１対２．５からほぽ均衡する水準にまで縮小

したことによっ て賃金 コストの格差は約１対３の水準でほぼ安定的であ った 。

低成長に転換する７３年までは変動相場制への移行によるレートの変動によっ て

賃金の格差はさらに急速に縮小し，約１対２の水準にまで達したが，生産性で

はこの問に日本がアメリカを上回り ，１対Ｏ．８の逆格差の状況にな ったので賃

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４１）

労働生産性
賃金 コスト 賃金 コスト
１ドル＝２４０円 （１ドル＝１４０円

製造業計
１０４ ６８ １１６

一般機械
２９０ ２８ ４８

輸送用機械 １７８ ４３ ７４

電気機器
１４４ ４７ ７９

金属製品
１１８ ４７ ８１

鉄　　　鋼
１０３ ７２ １２３

食　料　品 ４６ １６６ ２８４

衣　　　服
１８ ３２７ ５５８
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金コストは約１対２．５への縮小にとどまっ た。 以後８５年までは賃金で約１対１ ．５

～２．Ｏの格差水準，また生産性も１対Ｏ．７～Ｏ．９の格差水準で概ね安定的に推移

し， 賃金 コストもほぼ１対２．５で安定していた。８５年以降は，生産性格差はほ

ぽ安定的に推移したが，急速な円高の進行で賃金は約１対１７からほぽ均衡す

る水準にまで縮小し，賃金 コストは約１対１８から均衡する水準にまてな った 。

このように鉄鋼の賃金 コストも円高によっ て大きく変動したが，なお均衡水準

である 。

　以上のようにわが国の輸出企業は１ドル＝１４０円でもアメリカ企業に対し品

質等を勘案すれは総合的に競争力優位を保持していたにもかかわらず，円高に

よる競争力の低下への対応と称して下請管理の強化と並んで徹底した コストダ

ウンのため雇用 ・賃金「合理化」をいっそう強力に展開した。その結果，産業

・企業間の国際競争力格差はその階層性を強め，それがさらに円高を促進する

という低賃金と円高の悪循環の構造が形成 ・展開された。国際競争力の規定因

のうち，機械や原材料コストについてはとくに後者は，円高による輸入代替や

逆輸入によっ て対応できるが，コストとしての名目賃金については人の国際的

移動が制約されているもとではうまく対応できなかった。コストとしての名目

賃金が平均 レベルで高くな ったわけであるが，とりわげわが国の国際的な コス

トとしての賃金は生産技能職において高くな ったので（なぜなら元来わが国では

ブルーカラーとホワイトカラーの賃金格差が他国と比べ相対的に小さくブルーカラーの

賃金は国際的にみれは相対的に高か ったのて），低賃金のＮＩＥＳやＡＳＥＡＮのフル

ーカラー労働の利用が求められることにな った。その方法は円高によるＮＩＥＳ

やＡＳＥＡＮとの賃金格差の拡大を背景に一つはＮＩＥＳやＡＳＥＡＮへの資本進

出による低賃金労働の海外での利用であり ，もう一つはこれらのブルーカラー

労働を国内で直接利用する方法であり ，そのため不熟練の外国人労働の導入を

制限している現行制度の改革か求められる。　般に通常商品については貿易等

の国際商品交換を通してその競争関係のなかである程度国際価格が成立する

（但し各国の産業保護政策がこの障壁になるが）。 しかし元来歴史的 ・杜会的存在と

しての労働力商品については自由な労働移動には基本的に制限かあり ，したか

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４２）
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ってその国際的市場の成立はきわめて限定的 ・部分的となり ，労働市場は国民

的市場が基本となる。したがって海外進出による低賃金利用が重視される。た

だ海外の労働力利用のこの両形態において後者は国内労働力の賃金水準への抑

制効果や賃金構造の修正効果において資本にとっ てはより魅力的である。いず

れにせよこのように外国人労働の低賃金利用の二形態は相互に補完し合い，相
　　　　　　　　　　２０〕
互に併存的に利用される 。

　以上のように円高は国内の労働力に対するいっそうの賃金抑制，賃金の弾力

化の展開とともに，フルーカラー を中心にしてその外国人労働カヘの代替を進

行させる。それは構造調整の名による独占資本のグ ローバリゼーションとリス

トラクチ ュァリノクの展開を背景に，未だ明牙的でありまた本来的に限定をも

つとはいえ，雇用の国際化として，つまり国際的な搾取機構の展開のもとでの

国際的な賃労働の階層構造の一環としての性格を帯びることとなる。為替政策

は国際競争における コストの一面としての名目賃金の国際序列を変えさせるこ

とによっ て， 直接投資の展開と国際労働力移動のあり方を規定する。またその

展開とあり方によるグ ローバルな労働力利用の進展が各国の国民的労働市場に

イノパクトをあたえ，名目賃金の国際関係を変動させることになる 。

　第９表のように粗付加価値に占める人件費の比率はわが国において極端に低

く， アメリカ ，西ドイツ ，フランスの約２分の１にすぎない。また国連の「工

業統計年鑑」（１９８５年）によると ，８４年のわが国の製造業の労働分配率は３６．１％

で， アメリカの４０．１％よりは少し，カナダの５１ ．４％，西ドイツの４８．３％，イギ

リスの４４．Ｏ％よりはかなり低く ，ほぽシンガポール３６．９％並みの水準である 。

また韓国は２６．３％と例外的に低い。いずれも相対賃金を近似的にあらわすもの

で， これによっ て先進国のなかでのわが国の低相対賃金が特徴付けられる 。そ

れが一因とな って第１図のようにわが国の企業の収益率はきわめて高い 。

　生産力の発展段階の高い国では高生産性 ・高能率のため絶対賃金は高いが ，

相対賃金は低い，反対に発達の低い国では生産性が低く ，絶対賃金は低いが相

対賃金は高いという「型」かあると　般にいわれる。しかし，それは基本型て

あっ て， 今日ではここにいくつかのバリエイションがみられる。成熟した国で

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４３）



１７４ 　立命館経済学（第３８巻 ・第４ ・５号）

第９表　粗付加価値構成比の国際比較 （％）

同　　本 アメリカ 西ドイツ フラソス

１９８８ ・上 １９８５ １９８５ １９８５

全産業（５８４杜） 製造業（４５１杜） 全産業（７杜） （１杜） 全産業（１０杜）

当期純利益
１２ ．３ １５ ．０ １０．４６ ６． ９０ ３． ８７

人　　件　　費 ３２ ．３ ３５ ．３ ６２ ．３４ ６７．１６ ７０ ．０２

租　税　公　課 １７ ．０ １７ ．５ １３．２３ １０．８７ ７． ２０

金　融　費　用 １４ ．３ ９． ０ ２． ９３ ５． １８ １３．０９

金　融　収　益 ■ 一
一２ ．４２ 一２ ．５３ 一３ ．６２

減価償却費
２０ ．９ ２０．７ １３．４６ １２ ．４０ ９． ４５

貸　　借　　料
３． ３ ２． ６

■ ■ 一

粗付加価値計
１００ ．０ １００．Ｏ １００．Ｏ １００ ．０ １ＯＯ ．０

（資料出所）　日本　三菱総合研究所［企業経営の分析」より作成。アメリカ ，西ドイツ ，フランス
　　　　企業の経営分析』（昭和６２年版）より作成 。

通産省［世界の

の「高絶対賃金 ・高相対賃金」 ，

ＮＩＥＳ等急成長する新興工業国

の「低絶対賃金 ・低相対賃金」

の「型」である。今日のわが国

の賃金水準の特徴付げはまずこ

の先進国のなかで際立って低い

相対賃金，「二一ズ並み水準」

（シンガポールとほぽ同じ）にお

いてなしうる。これか為替関係

を規定することを通して，絶対

賃金の特異な形態つまり名目賃

金と実質賃金の国際序列に抽け

る大きな乖離，名目上の「世界

最高水準」と実質的な先進国最

下位ランク ，「高名目賃金 ・低

実質賃金」を規定する。したが

って相対賃金をも含めて今日の

（％）３０

２５

２０
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１０
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第１図 企業収益率（製造業）の推移

　〃　　　　　　　、

ビこ一＼４〆し

　　　　　　　　　　　　　１　　　■｝＼　　　　　　　　　　　１　　 ・　　＼　　　　１・ノ・）ノ 　　＼、／
・日本　　・・アメリカー一イギリス

・一・西ドイツ ・“７ランス

　１９７４７５７６７７７８７９８０８１８２８３８４８５８６（年）

　（庄）収益率は，粗営業余剰／粗資本 ストヅ クにより算出 。

　　　 フランスは，運輸，通信を含む 。
　（資料出所）ＯＥＣＤ “Ｎａｔｉｏｍｌ 　Ａｃｃｏｍｔｓ” により作成。昭

　　　　　和６３年版「世界経済白書」（本編）経済企画

　　　　　庁編より 。

（５４４）
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わが国の賃金水準の「型」をあえて規定するとすれば「高名目賃金 ・低実質賃

金・ 低相対賃金」となる。なおこの「型」の規定はそれが今日のわか国の蓄積

構造の特質を反映したものてある限り ，基本的な部分ては過去との連続性と将

来への継承性をもつといえるカミ，経済の国際化の進展のもとで為替 レートの変

動や国際的資本 ・労働の移動を通じる労働力 ・賃金の国際的連関の強まりとそ

の流動化によっ てその有効性は変化せざるをえないであろう 。

第１０表　業種別労働分配率の国際比較

　　　　　　　　　　　　　（製造業，１９８３年，％）

日　　本 アメリカ イギリス 西ドイツ

食料品製造業
３３ ．２ ２８ ．７ ３６ ．２ ３０ ．１

飲料製造業
２０ ．１ ２７ ．０ ２４ ．３ ３０ ．０

衣服製造業
５１ ．６ ４７ ．４ ５４ ．８ ４６ ．８

機械製造業
４０ ．３ ４７ ．３ ４８ ．８ ６２ ．３

電気機械製造業 ３５ ．８ ４４ ．８ ４７ ．８ ５５ ．１

輸送用機械製造業 ３６ ．５ ４５ ，２ ５５ ．９ ５３ ．３

製造業平均
３６ ．１ ４０ ．１ ４４ ．０ ４８ ．３

（資料出所）国連ｒＹｅａｒ
ｂｏｏｋｏｆＩｎｄｕｓｔｒｉａ１Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ」１９８４年Ｅｄｉｔｉｏｎ。日本生産性本部ｒ活

　　　　用労働統計」（１９８９年）より 。

　なお前述の主力輸出企業の賃金 コストの格別の低位性との関連で業種別に分

配率をみると第１０表のようにアメリカとの格差は　般機械，電気機械，輸送用

機械など輸出関連産業においては，１Ｏポイント前後，イギリスとは１０～２０ポイ

ント ，西ドイツとは約２０ポイノトときわめて大きい。これは製造業平均の格差

より２倍以上大きい。それに対し食料品や衣服，飲料等では格差は相対的に小

さいのである 。

おわりに

　本稿は構造調整下のわが国の賃金運動の特徴を明らかにすることを課題とし

た。 それを弾力化と国際化の二つの視角において分析した。しかし，このいず

れについても残された課題は多い。とくに前者については賃金決定機構論とし

　　　　　　　　　　　　　　　　（５４５）



　１７６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３８巻 ・第４ ・５号）

ての管理春闘論および最低賃金制論，企業内賃金構造と賃金制度論であり ，後

者については国際的な資本蓄積運動に規定される賃金運動の展開をより全面的

に分析するという課題である。本稿は８０年以降のわが国の賃金運動の特徴を明

らかにすることをねらいとしたが，まずはそのための序論的位置付けにあたる

部分が中心とな ったので，やや概括的な叙述に終わらざるをえなかった 。

　　１）ＯＥＣＤ，Ｆｌｅｘ１ｂ１１１ｔｙ　ｍ　Ｌａｂｏｕｒ　Ｍａｒｋｅｔ１９８６年を参照 。

　　２）ＩＬＯ編『ＩＬＯ世界労働報告第１巻』（日本労働協会），７７べ 一ジ 。

　　３）　イギリスでは最低賃金水準の高いことが若年失業者を生み串し，失業率を高め

　　　ているといわれている。一方わが国では最低賃金水準の低さが，その弾力性が極

　　　端な低賃金の不安定雇用の拡大を可能にし，失業の隠べいを通じて低失業率を規

　　　定するということになろう 。

　　４）　この結果，ヨーロッバでも近年賃上げの分散傾向が強まっ ている。たとえば西

　　　ドイツでは７６年において賃金協約適用労働者総数中の７２％が平均賃上げ率

　　　（５０％）の上下０．５％の範囲にいたし，上下１％では全体の９５％に達していた。し

　　　かし８６年では平均賃上げ率（３０％）の上下Ｏ．５％の範囲には全体の４３％しかいな

　　　い。上下１％でも全体の７９％にすぎない（昭和６３年版『海外労働白書』１３０べ 一
　　　ジ）。

　　５）　イギリスでは若年層を賃金審議会による規制から排除するため，審議会の対象

　　　 ・権限を２０歳以上の労働者に対する単一時問当り最低賃金率と超過手当率の設定

　　　に限定させた（グレック ・バンバー エド ・スネイプ「イギリスの労使関係」 ，

　　　桑原端夫他編『先進諸国の労使関係』日本労働協会，５８べ 一ジ）。

　　６）「労働力需給が総量としては一致しても質的な不一致によっ て生じる失業率」

　　　（日経連『春季労使交渉の手引き』１９８９年版），６０べ 一ジ 。

　　７）伍賀一道『現代資本主義と不安定就業問題』御茶の水書房，１９８８年，３７７べ 一

　　　ジ 。

　　８）高木督夫「現代日本の賃金問題」（『現代日本の賃金問題』杜会政策学会第２６集 ，

　　　御茶の水書房）１９８２年，６べ 一ジ 。

　　９）高木督夫「日本的労使関係の形成 ・展開 ・矛盾」（『経済』新日本出版杜，１９８９

　　　年８月号），１９ぺ 一ジ 。

　　１０）川辺平八郎「春闘における賃上管理機軸」（下山房夫編『現代日本企業と賃金

　　　管理』労働旬報杜，１９８２年 。

　　１１）　リチャード ・Ｂ ・フリーマン，ジ ェームズ ・Ｌ ・メドフ 著， 島田晴雄 ・岸智子

　　　訳『労働組合の活路』日本生産性本部，９７べ 一ジ 。

　　１２）「８９春季賃金交渉資料」産業労働調査所 。

（５４６）



１３）

１４）

１５）

１６）

１７）

１８）

１９）

２０）

　　　　　　　　わが国の賃金弾力化と資本蓄積（横山）　　　　　　　　　１７７

　昭和５６年および平成元年版の「賃金の引上げ等の実態に関する調査結果」（労

働省編）。

　中労委『賃金事情調査』。

　黒坂佳史著『マクロ経済学と日本の労働市場』東洋経済新報杜，４３ぺ 一ジ 。

　三好正巳編著『増補版現代日本の労働政策』青木書店，２８３べ 一ジ 。

　たとえば１９８６年に採択された連合の実質的な綱領である「進路と役割」。

　下山房夫『現代日本の労働問題分析』労働句報杜，６８べ 一ジ 。

　三好正巳ｒ資本蓄積論と労働問題」（『現代資本主義と労働問題』立命館大学人

文科学研究所紀要，Ｎｏ． ４９，１６べ 一ジ）。

　加藤祐治氏はこれら二形態を世界資本主義の全蓄積過程との関連でグ ローバル

かつ全機構的に世界的相対過剰人口問題として統一的にとらえる必要を説いてい

る。（ｒ国際的な労働問題と雇用 ・失業」，『国際労働問題と杜会政策』杜会政策学

会研究大会叢書第８集，啓文杜，１９８４年，８４へ 一ソ。）

（５４７）




